
 

資料２ 
東京都医療審議会の所管事項 

 
設置目的 

法の規定によりその権限に属された事項を調査審議するほか、都道府県知事の

諮問に応じ、当該都道府県における医療を提供する体制の確保に関する重要事項

を調査審議する。 

（医療法第７２条第１項） 

審議事項 根拠法令 

 

１ 医療計画の策定等に関すること 

医療計画を定め、又は変更しようとするとき 

 

 

 

医療法第３０条の４第１５項 

 

２ 地域医療支援病院に関すること 

（１） 地域医療支援病院の承認をするとき 

（２） 地域医療支援病院の承認を取り消すとき 

 

 

 

医療法第４条第２項 

医療法第２９条第６項 

 

３ 病院の開設、病床数の増加等に関すること 

（１） 公的性格を有する病院の開設等について不許可

処分を行う場合 

（２） 基準病床数を超えている場合に、病院の開設者等

に対し、業務を行っていない病床を削減する措置

命令又は要請及び勧告を行うとき 

（３） 病院の開設等の許可に際して付した条件に従わ

ない病院等の開設者等に対し、勧告及び措置命令

を行うとき 

（４） 医療計画達成のため特に必要がある場合に病院

を開設しようとする者や開設者等に対し、病院の

開設、増床等に関して勧告するとき 

（５） 病床機能報告対象病院等の開設者等に対し、病

床機能の転換をしないことの措置命令又は要請及

び勧告を行う場合 

（６） 病床機能報告対象病院等の開設者等に対し、地

域医療構想の達成の推進に必要な指示及び勧告を

行う場合 

（７） 特定の病床等に係る特例措置を講じるとき 

 

 

 

（８） 特例適用による診療所の病床の設置を行う場合 

 

 

 

 

医療法第７条の２第６項 

 

医療法第７条の２第６項 

及び第３０条の１２第２項 

 

医療法第２７条の２第１項 

及び２項 

 

医療法第３０条の１１ 

 

 

医療法第３０条の１５第６項 

及び第３０条の１７ 

 

医療法第３０条の１６第１項 

及び第３０条の１７ 

 

厚生労働省医政局長通知 

（平成２９年３月３１日付医

政発０３３１第５７号） 

 

医療法施行規則第１条の１４

第７項 
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４ 医療法人に関すること 

（１） 社会医療法人の認定を行う場合 

（２） 医療法人の設立の認可又は不認可の処分を行う

場合 

（３） 医療法人の解散の認可又は不認可の処分を行う

場合 

（４） 医療法人の合併の認可又は不認可の処分を行う

場合 

（５） 医療法人の分割の認可又は不認可の処分を行う

場合 

（６） 医療法人に対する業務停止命令又は役員解任勧

告の処分を行う場合 

（７） 社会医療法人の認定の取消の処分を行う場合 

（８） 医療法人の設立認可の取消の処分を行う場合 

（９） 医師又は歯科医師でない者が医療法人の理事長

に就任する場合 

 

 

 

医療法第４２条の２第２項 

医療法第４５条第２項 

 

医療法第５５条第７項 

 

医療法第５８条の２第５項 

及び第５９条の２ 

医療法第６０条の３第５項 

及び第６１条の４ 

医療法第６４条第３項 

 

医療法第６４条の２第２項 

医療法第６６条第２項 

厚生省健康政策局長通知 

（昭和６１年６月２６日付健

政発第４１０号） 

 

 

５ 地域医療連携推進法人に関すること 

（１） 医療連携推進の認定を行う場合 

（２） 地域医療連携推進法人が病院等の開設をする場

合 

（３） 地域医療連携推進法人の解散の認可又は不認可

の処分を行う場合 

（４） 地域医療連携推進法人の定款変更の認可又は不

認可の処分を行う場合 

（５） 地域医療連携推進法人の代表理事の選定及び解

職の認可又は不認可の処分を行う場合 

（６） 地域医療連携推進法人に対する業務停止命令又

は役員解任勧告の処分を行う場合 

（７） 医療連携推進の認定の取消を行う場合 

（８） 医療連携推進区域が二以上の都道府県にわたる

際に都道府県知事が意見述べる場合 

 

 

 

 

医療法第７０条の３第２項 

医療法第７０条の８第５項 

 

医療法第７０条の１５ 

 

医療法第７０条の１８第２項 

 

医療法第７０条の１９第２項 

 

医療法第７０条の２０ 

 

医療法第７０条の２１第３項 

医療法施行令第５条の１５の

４第４項 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

医療審議会関係法令抜粋 
 

 

医療法（抜粋） 

第七十二条 この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県

知事の諮問に応じ、当該都道府県における医療を提供する体制の確保に関する重要事項を調査

審議するため、都道府県に、都道府県医療審議会を置く。 

２ 都道府県医療審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 

医療法施行令（抜粋） 

（都道府県医療審議会） 

第五条の十六 都道府県医療審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十人以内で組織する。 

 

第五条の十七 委員は、医師、歯科医師、薬剤師、医療を受ける立場にある者及び学識経験のある

者のうちから、都道府県知事が任命する。 

２ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、非常勤とする。 

 

第五条の十八 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、委員のうちから互選された者が、その職務を行う。 

 

第五条の十九 専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に専門委員十人以内を

置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、都道府県知事が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

 

第五条の二十 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

３ 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

 

第五条の二一 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、その部会に属する委員の互選により定める。 

４ 審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とすることができる。 

５ 第五条の十八第三項及び第四項の規定は、部会長に準用する。 

 

第五条の二二 第五条の十六から前条までに定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に

関し必要な事項は、審議会が定める。 
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